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大大学学とと地地域域ととのの連連携携・・協協働働ににつついいててのの研研究究動動向向  
――SSOOFFAARRモモデデルルにによよるる研研究究をを中中心心にに－－  

RReesseeaarrcchh  TTrreennddss  oonn  UUnniivveerrssiittyy--CCoommmmuunniittyy  CCoollllaabboorraattiioonn::  
  FFooccuussiinngg  oonn  tthhee  SSOOFFAARR  MMooddeell  

 
村上紗央里（関西大学教育開発支援センター） 
河井亨（立命館大学スポーツ健康科学部） 

Saori Murakami (Kansai University, Center for Teaching and Learning) 
Toru Kawai (Ritsumeikan University, College of Sport and Health Science)  

 
要要旨旨  
国内外の高等教育政策により、「大学と地域の連携・協働」は重要な課題となっている。この領

域における近年の研究として、大学と地域の連携・協働を評価する SOFAR モデルに基づく研究

の動向がある。本稿では、SOFAR モデルを軸とし、大学と地域の連携についての研究動向を整理

し、今後の研究についての示唆を導き出すことを目的とする。 
まず SOFAR-TRES についての国際的なサービスラーニング研究を整理し、関連する日本の高

等教育における研究をレビューした。次に大学と地域の連携・協働におけるよりよいパートナー

シップの実現に向けて、教員、アドミニストレーター、地域組織の関係者、地域住民といった多

様な視点からの関係性の評価を実装すること、その際には文脈に根ざして関係性を構築・持続す

るような評価が求められること、評価は継続的な対話を通じて進め関係者のエンパワメントに繋

げることが重要であることを示した。 
 
キキーーワワーードド  大大学学とと地地域域のの連連携携、、ココミミュュニニテティィ・・エエンンゲゲーージジメメンントト、、SSOOFFAARR、、TTRREESS、、パパーートト

ナナーーシシッッププ   ／／   CCaammppuuss--CCoommmmuunniittyy  CCoollllaabboorraattiioonn,,  CCoommmmuunniittyy  EEnnggaaggeemmeenntt,,  SSOOFFAARR,,  
TTRREESS,,  PPaarrttnneerrsshhiipp  
 
11.. 背背景景とと目目的的  
近年の日本の高等教育においては、大学と地域

との連携・協働の重要性が強調されている 1。中央

教育審議会「我が国の『知の総和』向上の未来像

～高等教育システムの再構築～」答申（令和７年

２月21 日）では、大学等が連携する「地域連携プ

ラットフォーム（仮称）」の仕組みや連携開設科目

の取り組みを発展させ、大学等、地方公共団体、

産業界等の地域関係者が一体となって、地域のア

クセス確保と人材育成、地方創生に取り組むとい

う方向性が示された。 
日本の大学においては、大学基準において、次

のように社会連携・社会貢献が求められており、

認証評価等の大学評価においても評価項目の一つ

となっている。 
 

大学は、その知的資源をもって学外の教育研

究機関、企業その他の団体、地域社会等との連

携を推進する必要がある。さらに、大学が生み

出す知識、技術等を社会に有効に還元するシス

テムを構築し、社会に貢献することが必要であ

る。（大学基準協会、n.d.） 
 
日本の高等教育における地域連携については、

大学と地域連携をテーマとする学会が設立される

など、研究の蓄積が見られ、また大学基準協会な

どの評価機関や日本私立大学連盟などの学協会に

おいても重要なテーマの一つとして議論がなされ
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てきた。 
海外の高等教育においても、地域連携は重要な

テーマとなっている。ヨーロッパや北米では、大

学の「第三の使命」として地域連携を社会貢献と

し位置付ける考え方を提起し、大学が地域コミュ

ニティと連携し社会課題の解決に取り組む実践が

展開されている（Compagnucci & Spigarelli, 
2020; de Groot et al., 2025）。 
北米では、学長らによる地域連携の呼びかけを

端緒とする 1980 年代以降のキャンパスコンパク

トが地域コミュニティでの活動と授業での学習と

を統合するサービスラーニングを広めてきた。 
カーネギー教育振興財団は 2000 年代半ばより

カーネギー・コミュニティ・エンゲージメント分

類を設定し、全米の大学のコミュニティ・エンゲ

ージメントに関する評価活動を行っている 2。

2015 年、2020 年、2024 年の選定活動によって、

全米の 368 機関が同分類に認定されている

（Carnegie n.d.）。同分類ではコミュニティ・エン

ゲージメントとは、以下のように規定される。 
 
高等教育機関（同士）及びそれを取り巻く幅広

いコミュニティ（地方、地域あるいは州・国家・

グローバル）がパートナーシップに基づいた対等

な相互関係を結び、互恵的に、知識と資源を共有

し、協働活動を行うこと 
Carnegie, n.d. 西芝訳（白石他、2021, p.47） 
 
このようなサービスラーニング、地域連携を基

盤とした教育は、全米規模へと拡大することに成

功しサービスラーニングがムーブメントになって

いることを示している（Kezar, 2018）。 
以上のような国内外の高等教育政策において

「大学と地域の連携」は重要な研究テーマである

ことを確認することができる。また大学と地域の

連携という領域における近年の研究として、

Bringle らが大学と地域の連携・協働を捉えるた

めに開発したツールであるSOFARモデル（後述）

に基づく研究動向がある。 
本稿では、SOFAR モデルが大学と地域の連携・

協働をよりよいパートナーシップに寄与すると捉

え、SOFAR モデルを軸とし、大学と地域の連携

についての研究動向を整理し、今後の研究につい

ての示唆を導き出すことを目的とする。 
第一に、ここまでに触れた日本の高等教育政策

のこれまでの歴史を辿り、現状理解と今後の展望

の土台とする。第二に、SOFAR モデルとそれを

もとにした研究動向を整理する。第三に、今後の

日本での大学と地域の連携についての研究につい

ての方法論的な示唆を探求する。 
 

22..  日日本本のの高高等等教教育育政政策策ににおおけけるる「「大大学学とと地地域域・・

社社会会ととのの連連携携」」  
日本の高等教育政策では、中央教育審議会

（2005）の「我が国の高等教育の将来像」答申に

おいて、社会貢献を「第三の使命」とする記述が

見られる。 
 

大学は教育と研究を本来的な使命としてい

るが、同時に、大学に期待される役割も変化し

つつあり、現在においては、大学の社会貢献（地

域社会・経済社会・国際社会等、広い意味での

社会全体の発展への寄与）の重要性が強調され

るようになってきている。当然のことながら、

教育や研究それ自体が長期的観点からの社会

貢献であるが、近年では、国際協力、公開講座

や産学官連携等を通じた、より直接的な貢献も

求められるようになっており、こうした社会貢

献の役割を、言わば大学の「第三の使命」とし

てとらえていくべき時代となっているものと

考えられる。 
 
中央教育審議会（2008）の「学士課程教育の構

築に向けて」答申では、大学に期待される役割と

して、「個別大学の枠を超えて，地域の実情に応じ

て，大学間や地域の諸団体との連携・協同を強化

し，学生に対する教育内容を豊富化する」ことが

示された。また、地域との連携、大学間の連携に

ついても言及されている。 
中央教育審議会（2018）の「2040 年に向けた
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高等教育のグランドデザイン」答申では、「Ⅳ．18 
歳人口の減少を踏まえた高等教育機関の規模や地

域配置－あらゆる世代が学ぶ『知の基盤』－」に

おいては、高等教育の規模という論点が扱われ、

国公私立それぞれの役割についての記述に続いて、

地域における高等教育という項目が設けられてい

る。また地域における高等教育の項目では、「地域

連携プラットフォーム（仮称）」が提起され、あわ

せて、ガイドラインの整備が方向づけられている。 
 

地域の高等教育機関が高等教育という役割

を越えて、地域社会の核となり、産業界や地方

公共団体等とともに将来像の議論や具体的な

連携・交流等の方策について議論する「地域連

携プラットフォーム（仮称）」を構築すること

が必要である。 
 
冒頭に示した中央教育審議会（2025）の「我が

国の『知の総和』向上の未来像～高等教育システ

ムの再構築～」答申では、「地域連携プラットフォ

ーム（仮称）」、大学等間の連携の取り組みをさら

に推進する趨勢となっている。 
ここまで、高等教育政策を対象とし、日本の高

等教育において大学と地域・社会との連携・協働

を研究する際の文脈について確認し、日本の高等

教育にとって、地域・社会への貢献と地域・社会

との連携が重要なものとなってきていること、高

等教育に求められる役割として、それぞれの地域

における人材育成が必要であることを確認した。

それは、伝統的な 18 歳人口の教育という点だけ

でなく、リカレント教育や専門能力の開発を含む

ものである。そしてまた、高等教育に求められる

役割は、人材育成や高等教育へのアクセス確保に

留まるものではない。高等教育には、地域の産官

学等のマルチステークホルダーが連携し「地域社

会の持続的な発展をけん引しながらの地方創生を

推進していく」（「我が国の『知の総和』向上の未

来像～高等教育システムの再構築～」答申）こと

への期待がある。 
 

33..  SSOOFFAARR モモデデルルととそそれれにに基基づづくく研研究究のの動動向向  
続けて、大学と地域・社会との連携を捉える重

要なモデルであるSOFARモデルとそれに基づく

研究動向を整理していく。 
 
33..11..  SSOOFFAARR モモデデルルににつついいてて  

SOFAR モデルは、学生（Students）、地域組織

の関係者（community Organization）、教員

（ Faculty ）、 ア ド ミ ニ ス ト レ ー タ ー

（Administrators）、地域住民（ community 
Residents）から構成されるモデルである（Bringle 
et al., 2009: 図１）。 
 

図１ SOFAR モデル（Bringle et al. （2009）を

もとに訳出） 
 
大学と地域のパートナーシップのためには、そ

のパートナーシップの質を問うことが必要である

ことが指摘されてきた（Cruz & Giles, 2000）。 
またSOFARモデルを開発した研究者らによれ

ば、パートナーシップとは、親密さ、公正さ、誠

実さといった性質を持った関係性を意味している。

そのような経緯からSOFAR モデルは、大学と地

域の連携・協働について、よりよいパートナーシ

ップの実現に向けて提起・開発されてきたもので

ある（Bringle et al., 2009）。SOFAR モデルでは、

コミュニティにおいては、地域組織の関係者（O）

と地域住民（R）が意見や立場が一致するとは限ら

ず、目標や資源、役割や権力が異なっていること

から分けて措定されている。また、目標や資源、

役割や権力が異なっているという理由から、大学

側では、アドミニストレーター（A）、教員（F）、

R
Community
Residents
地域住⺠ O

S

A F

Community
Organization
representatives
地域組織
構成員 代表

Administrators
⼤学アドミニストレーター

Faculty
教員

Students
学⽣
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学生（S）が分けられている。アドミニストレータ

ーは、資源配分や政策や評価の役割を担い、教員

と学生のかかわりを支える。 
SOFAR のそれぞれの関係性の性質については、

取引的と変容的という区別（Enos & Morton, 
2003）を踏まえ、搾取的（Exploitive）、取引的

（Transactional）、変容的（Transformational）
という区別で捉えられている（Clayton et al., 
2010）。取引的な関係性は「短期的なタスクを完了

するために設計された道具的なもの」、そして変容

的な関係性を「長期的で深い関わり合いによって

両者が成長し、変化するもの」を意味している 3。

搾取的な関係性とは、「意図的にせよ無意識にせよ、

一方または両方の当事者を利用するような一方的

なもの」であり、親密さ、公正さ、誠実さを欠き、

パートナーシップという概念にそぐわないものを

意味している（Bringle et al., 2009）。この区別は、

ETT （ Exploitive Transactional 
Transformational）と表現され、のちに一方向的

（Unilateral）な関係性が加えられ、EUTT
（ Exploitive Unilateral Transactional 
Transformational）連続体と概念化されることに

なる（Clayton et al., 2022）。 
SOFAR モデルは、大学と地域の関係性を分化

したモデルであり、大学側と地域側の関係者の多

角的な思考と視点をもって関係性を捉え、親密性・

公平性・誠実さを備えたパートナーシップを構築

することを志向している。 
 
33..22..  TTRREESS ににつついいてて  

TRES （ Transformational Relationship 
Evaluation Scale）は、SOFAR の関係性とそのプ

ロセスに関する継続的な学習を支援するツールと

して開発された（Kniffin et al., 2020）。初期段階
（TRESⅠ）では、関係性を精密に評価するべく、

成果（アウトカム）、目標、意思決定、資源、葛藤、

アイデンティティ形成、権力、意義、満足度、よ

り良いものへの変革という９つの領域が定められ、

それぞれに多水準からなる記述語が示されている。 
TRESⅡでは、TRESⅠで時間がかかりすぎて

複雑すぎた点について項目を簡素化し、対人関係

に焦点が置かれていた点についてはパートナーシ

ップ全体を意識するように教示されるようになる

など、現状と望ましい状態を判定し、リフレクシ

ョンを言語化するツールへと進化している。

TRESⅡでは、目標、葛藤（コンフリクト）、意思

決定、資源、役割、自己認識（センス・オブ・セ

ルフ）、相互作用、権力、成果（アウトカム）、満

足度という 10 領域に再編された。それによって

それぞれの領域において水準を分けた評価ができ

るようになっている。例えば、目標（ゴール）の

領域では、「a. 一部のパートナーの目標が不明で

あり、妨げられているため、関係性に害をなして

いる」、「b. パートナーの目標が部分的に実行され、

誰にも害はない」、「c. 全てのパートナーの明確な

目標が、このパートナーシップにとって重要とな

っており、パートナーシップによって育まれてい

る」、「d. 私たちは共通の目標、統合された目標、

拡張する目標を共有しており、それは『私たちの』

目標となっている（「私の目標」や「あなたの目標」

といったように別々のものとはなっていない）」と

いった水準で記述語が定められている。これらの

領域をリフレクションすることで、現状と望まし

い状態について、水準を選択し、個人の視点と経

験に結びついた形で関係性について意味づけるこ

とができると想定されている。 
 
33..33..  SSOOFFAARR--TTRREESS にに基基づづくく研研究究展展開開（（１１））  

SOFAR-TRES に基づく研究として、第一に、

TRESⅠ・Ⅱの開発過程を整理し、実際に教員、地

域組織の関係者、学生、職員、アドミニストレー

ターを対象にTRESⅡを用いた結果を批判的かつ

省察的に批評した研究がある（Kniffin et al., 
2020）。そこでは、TRESⅡの実装が記述され、

TRES が関係性を研究、評価、リフレクションす

るためのツールとしての役割を果たしていること

が明らかにされた。TRESⅡの活用として、参加

者の関係性についての洞察が生み出されており、

参加者の意味形成をサポートするという意義があ

ること、一方でTRES 開発と親和性のある文脈を
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離れた場合に活用が難しくなることやコミュニテ

ィの側の声を包摂するという志向性にも関わらず

実現は容易でないことが明らかにされた。また、

TRESはツールの１つであり、他のツールとの有
効な組み合わせや、文脈に応じた活用や時には使

用しないことなども重要であることが記されてい

る。変容的関係性と民主的関係性について、同じ

かどうか、同じとなる条件は何か、異なる場合の

要素は何かといった問いが提起されている。 
第二に、TRESⅡをどのように活用するか、認
識や実践への影響は何か、活用からどのような学

びがあるかを問いとする研究が行われた（Kniffin 
et al., 2023）。この研究は、大規模公立大学（総合
大、都市貢献）、中規模私立大学（研究重視、都市

貢献）、小規模私立大学（郊外リベラルアーツ）、

中規模公立大学（地域、総合型）、中規模公立大学

（研究大学）を対象とし、合計 47 名が参加して
いる。この研究では、SOFAR モデルの関係を記
述・検討・分節化するリフレクションフレームワ

ーク（Clayton et al., 2022）を活用し、インタビ
ューと質問紙調査を実施するという混合研究が行

われている。その際には、論理的に可能なすべて

の関係性を対象とするのではなく、調査を実装す

る方法論上の工夫として、アドミニストレーター、

教員、地域組織の関係者の三者の関係のように関

係性の焦点を絞り、関係性が評価されている。調

査結果として、一つ目にリフレクションフレーム

ワークの作成が研究参加者の思考や視点、実践に

影響を与えたこと、二つ目に大学側の関係者は葛

藤と意思決定と相互作用に関して、地域側の関係

者よりも低いスコアとなり、地域側に変革を志向

する態度があることが明らかとなった。このリフ

レクションフレームワークは、参加する関係者の

関係についてのリフレクションを深める意義があ

りつつも、時間を要する複雑な作業である点が限

界として挙げられている。この研究では、研究プ

ロジェクトの前のフェーズ（Kniffin et al., 2020）
で構想された関係性に関して構成員間で協働し、

変革的な関係性の可能性があるかどうかを批判的

に考察するプロセスが進められている。このよう

な関係性についてのリフレクションは、関係者の

思考と視点は傾聴・対話へと誘い、有意義なパー

トナーシップを支え、実践へ影響をもたらすこと

が示唆された。 
また、Nottingham Trent UniversityのCenter 

for Student and Community Engagement と
Northeastern University の Community 
Engaged Teaching and Researchのアドミニスト
レーターがTRESのフレームワークを用いて、パ
ートナーシップの価値観やインフラを「開発的評

価」（developmental evaluation）4した研究もあ

る（Coppins et al., 2024）。この研究ではアドミニ
ストレーターは、実践者―研究者（practitioner-
scholar）として捉えられている（Green, 2023）。
まず、それぞれの大学における仕事について知る

ための関係構築が行われた。それぞれの大学の大

学と地域の関係性およびパートナーシップのあり

方とインフラについて、TRESフレームワークを
参照してレビューするパートナーシップアセスメ

ントが行われた。続けて実践者―研究者としての

アドミニストレーターの役割とエージェンシーを

問い、パートナーシップに影響を与える機会を探

るという大学間交流が進められた。このような交

流とそれに基づく評価活動は、関係性とパートナ

ーシップについてバランスの取れた視点や思考を

もたらし、実際の実践で用いるツールが開発され

るといった成果を生んでいる。 
さらに別の研究では、プランニングの研究領域

に依拠して、計画策定者である教員やアドミニス

トレーター7 名を対象に、大学と地域の連携事業
において計画決定権限があるのは誰か、誰が活動

の目標を決めるのか、計画策定がどのように進む

のか（誰がどう関わるか、スケジュールなど）と

いったことをインタビュー調査から明らかにして

いる（Price et al., 2025）。この研究からは計画策
定の志向性（保守的か、熟議的、批判的）に関す

るリフレクションによってパートナーシップをめ

ぐる不協和を明らかにできることを示した。また、

計画策定における日常の行動や一見平凡なものと

して捉えられているロジスティクス業務（資源調



― 108 ―

関西大学高等教育研究　第17号　2026年３月

達など）がパートナーシップのあり方に影響を与

えていることが見出された。具体的には権力や利

害関係の調整や交渉といったことがコミュニテ

ィ・エンゲージメントのプロフェッショナルにと

って重要なコンピテンシーとなるという点を支持

する結果であった 5。 
 
33..44..  SSOOFFAARR--TTRREESSにに関関すするる日日本本のの高高等等教教育育にに

おおけけるる研研究究展展開開  
日本の高等教育においても、SOFAR モデルを

枠組みとする研究の蓄積が見られる。まずサービ

スラーニングについての評価研究をレビューし、

社会変容に向けた評価を展望する研究がある。こ

の研究では、SOFAR モデルのように多様な主体

が評価に参加する（cf. Patton, 2011）ことが、そ

れぞれの主体の学びを生む形成的評価として機能

し、社会変容につながることが論じられている（市

川・秋元、2018）。 
次にSOFARモデルのうち教員と地域組織とし

ての市民活動団体のサービスラーニングの受け入

れを担当する者を対象とした研究がある（秋元、

2020）。この研究では、大学と地域のパートナーシ

ップを評価するためのマトリクス（Gelmon et al., 
2001）を参照し、７団体の受け入れ担当者とのミ

ーティングについて、受け入れ前から後にかけて

のふりかえりを行っている。この研究からは、大

学と地域のパートナーシップをデザインする局面

から協働的関係を構築する局面が示されている。 
またSOFARモデルを視点として教員の立場か

らサービスラーニング実践の関係性を捉える研究

もある（尾崎他 2022）。この研究ではSOFAR モ

デルの関係性の広がりや深まりを事例に即して捉

えようとしている。 
さらに SOFAR モデルと ETT区分をもとに、

関係性を検証する研究があり、湘南工科大学の正

課の学部科目、関西学院大学の正課の学部横断科

目、滋賀県立大学の学部横断の課外活動について

関係性の相互作用の分析が行われている（秋吉他、

2023）。この研究では各事例の文脈に即して、関係

性の変化と関係性のゆらぎが見出され、取引的関

係から一方的関係への移行や変容的関係への移行

が見られた。また地域組織の関係者や地域住民が

大学や学生への信頼や地域関係者と協働する可能

性に気づき、思考や姿勢、価値観を変化させ、新

たな実践を生み出されていくことが示された。 
また SOFAR モデルと ETT区分を用いて、立

命館大学のサービスラーニング科目の１つのプロ

ジェクトを対象とした研究がある（森田他、2025）。
そこでは、地域を基盤とした教育（Community-
Based Learning: CBL）が地域に与える影響をキ

ー・コンピテンシーと社会関係資本の蓄積を可能

とするネットワークである「関係基盤」（三隅、 
2013）の概念を用いて分析している。SOFAR モ

デルによるアクター間の分析では、ETT の区分間

の関係性の変化とゆらぎを検討し、2018 年、2020
年のエピソードをもとに関係性の変化と揺らぎが

捉えられ、地域のアクターとうまく関わるコンピ

テンシーの向上や関係基盤の広がりが生み出され

ていることを示している。地域のアクターのコン

ピテンシーの向上には、地域のアクター自身が受

けてきた経験を学生に渡すという互恵的な入れ子

構造が作用していること、関係に葛藤や停滞が生

まれた時にどのように対応するかが重要となるこ

とが見出されている。また、学生の学習を志向す

る CBL が情報共有や言語化、省察といった活動

を生むプラットフォームとなり、学生、教員、地

域アクターの関係性を親密性、公正性、誠実性の

あるパートナーシップに向けて関係を維持・促進

することにも寄与したという洞察も導かれている。 
他にもSOFAR モデルに基づき、インドネシア

での海外サービスラーニング科目を分析する研究

がある（藤山・大山、2024）。この研究では、学生、

地域団体、地域住民の関係性を対象とし、参加型

開発論の考え方から、参加と非参加のあり方を拡

張して捉えている。この科目では、日本から参加

する大学生とインドネシアの大学生が協働する学

習形態であり、学生を分けて捉えることで

SOFAR モデルを拡張できることが示されている。

この研究では、授業で最終の提案を発表する際に

は、参加する住民は限られることから、参加する
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かしないか、自発的な参加かそうでないかを視点

として持つことの重要性が指摘されている。関係

性を考える上では、非参加の住民も含めて科目の

もたらす恩恵や利益や意義を省察することによっ

て、SOFAR モデルの関係性とパートナーシップ

をより公正で誠実なものにしていく可能性が見出

されている。 
 

44..  今今後後のの展展望望：：国国内内外外ののSSOOFFAARR モモデデルルにに基基づづ

くく研研究究動動向向をを踏踏ままええてて  
最後に、国内外のSOFAR モデルに基づく大学

と地域の連携・協働についての研究動向から見え

る大学と地域の連携・協働においてよりよいパー

トナーシップを実現するという視座に関わる要点

を概括し、今後の展望についての示唆を明確にす

る。 
これまでの研究動向から、第一に、学生の学習

成果と教員によるパートナーシップの評価にとど

まらず、地域組織や地域住民という地域の関係者

による関係性の評価へと拡張することの重要性が

見えてくる。また、SOFAR モデルが企図するよ

うに、地域の関係者を地域住民と地域組織の関係

者とに分け、場合によってはさらに分化させて、

関係性を評価することが必要となる。ただし、す

べての関係者を集めてすべての関係性を調査・評

価することは現実的ではない。また SOFAR-
TRESの調査と関係性のリフレクションにおいて

も、要する時間という課題が明確になっており

（Kniffin et al., 2023）、調査とリフレクションの

有効性を保ちつつ焦点を絞ることが必要となるだ

ろう。 
第二に、関係性を評価するに際しては、それぞ

れの文脈に基づいた評価が必要となる。また、そ

のような評価の前提として、親密さ、公正さ、誠

実さといった性質を備えたパートナーシップの構

築・持続に向けて、関係者の間の信頼関係を構築

することが必要条件である。 
第三に、SOFAR-TRES に基づく研究が示すよ

うに、関係性の評価活動は継続的な対話を通じて

進められ、時間の経過する中での歴史的な関係性

の変化と揺らぎを捉え、関係者にとってエンパワ

ーメントとなるような評価活動とすることが求め

られる。 
以上の点を踏まえ、今後の研究や実践を展望す

る。まず、個別の研究としては、ケーススタディ

やエスノグラフィーのように、大学と地域が「ど

のように」連携・協働しているか、「なぜ」連携・

協働がうまくいっているか、連携・協働が「なぜ」

難しいものとなっているかを問う研究が重要とな

る。集合的な研究動向の展望としては、詳細なケ

ーススタディと継続的比較を可能にする研究蓄積

によって、個別の文脈を捉え、洞察を生み出して

いくことが、「エンゲージメントの学識」（Boyer, 
1996）の実現につながると考えられる。 
また、高等教育政策に見られる「地域連携プラ

ットフォーム（仮称）」や大学等間の連携において、

「何をするか」という点に対して、SOFAR-TRES
に基づく一連の研究動向は重要な示唆を与えてく

れる。すなわち、大学と地域の連携・協働を通じ

て、人材育成や価値創出、地方創生を生み出すた

めにも、実際の連携・協働の実践を結集し、

SOFAR-TRES に基づく一連の研究のように共通

の言語と道具を持って関係者が集まって対話して

リフレクションし、価値を認める評価活動を展開

することが考えられる。 
日本の高等教育の文脈においては、カーネギー

のコミュニティ・エンゲージメント類型の認証活

動を展開するかどうかもまた重要な論点となる。

また、SOFAR-TRES がキャンパスコンパクトに

よる資金によって研究が推進されている点（Price 
et al., 2021）にも留意が必要である。日本の高等

教育において、大学と地域の連携・協働の実践と

研究を組織化するには、適した財政的基盤が必要

になると考えられる。 
 
註註  
1 大学と地域との連携・協働については、地域連携、

社会連携、産学連携、産学官連携など多様な形態

があり、用語も多様な用いられ方をしている。本

稿では、包括的に「大学と地域との連携・協働」
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とし、文脈によっては地域連携とする。 
2カーネギー分類については、日本での研究も蓄積

されてきている（五島、2019、2021；村上、2009；
杉本、2022） 
3 訳出表現は、秋吉他（2024）に基づく。取引的
関係と変容的関係については、荻野・中川（2021）
のレビューで説明がある。 
4 開発的評価については、Patton（2011）を参照 
5 コミュニティ・エンゲージメント・プルフェッ
ショナルのコンピテンシーについては Dostilio
（2017）、Dostilio & Welch（2019）、参照。日本
においても研究蓄積が見られる（秋元、2021；黒
沼、2022など） 
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